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地域中小企業政策提言集 
 
 平成 12 年第１回「地域政策提言集」が刊行されて以来、今年（平成 19 年）で第８回目

を刊行することとなった。この間、地方自治体の中小企業支援部門をはじめ、東京商工会

議所、商工会連合会、（財）東京都中小企業振興公社など、中小企業支援機関の皆様に広く

配布し、中小企業支援政策立案のための参考としていただいている。 
 平成 17 年度より施行された「中小企業の新事業活動促進法」は「新創業、経営革新、新

連携」など新しい中小企業支援のあり方を示すものであり、診断士の今後の活動の指針と

なるものである。また、平成 19 年度に発足した「地域資源活用プログラム」において、地

域資源の発掘と活用がテーマとなっており、診断士の活躍の場が大きく広がっている。 
 「地域政策提言集」は、新たな中小企業政策の転換を受け、個々の企業の活動支援にと

どまらず、地域の中小企業振興のため、診断士の日常の診断・支援活動を通して日頃感じ

ている考えを提言として募り、まとめたものである。 
 平成 19 年度の内容は、８つの切り口から提案を行う形として、第１章～第８章までを設

け、各テーマについて提案を行っている。 
 第１章 地域資源の活用 
 １．芸術・文化による、まちのにぎわいの創出 
２．「地域の台所」へ 産・製・販連携 
３．地域資源発掘コンテスト 
４．地域資源を活用した地域ブランド商品の開発 
５．消費者の力で地域産業活性化を 
６．地域物産館設立・運営「成功の勘所」について 
７．アートや文化を活かすまちづくり 
８．墨田区押上に世界でＮｏ．１の自立式鉄塔「新タワー」来年度着工 
９．東京郊外のニータウンにおける新たな地域資源の創出 
10．全国名産品の導入による商店街の活性化 
第２章 商店街の活性化 

 １．地域の活性化は連携と情報発信から 
２．商店街の『苦情・クレーム』活用策 
３．もやい（舫）心でまちづくり 
４．大型ビジョンの設置による中心市街地活性化の取組み 
５．商店街サイトはブログ連携で！ 
６．「楽しく交流商店街」事業について 
 



第３章 事業承継・技能伝承 
 １．後継者不在事業者・創業希望者マッチング事業の提言 
２．「商店街学校」で、地域の担い手を育てる 
３．事業承継の遅れを防ぐ―意識付け研修のすすめ― 
４．商業者の引退計画作成と不動産活用 
５．技術・技能・ノウハウ収集編纂事業の提言 
６．日本に冠たるモノ創りの技能（技脳）が日本から流出への危機への対策と提言につ

いて 
７．日本の農業崩壊の危機回避のために出来ること 
第４章 環境への取組み 

 １．地球温暖化防止活動における地方自治体の役割 
２．21 世紀型街づくりへの提言 
３．ものづくり企業のグリーン調達および省エネ対応支援施策 
第５章 災害対策・治安維持への取組み 

 １．「被災」から「減災」へ 
２．中小企業の災害対策を強化する 
３．大型団地、高層マンション等の治安維持に関して提言 
第６章 産官学連携 

 １．中小企業のニーズに対応した産学官連携支援 
２．大学発ベンチャーセカンドステージ支援の提案 
３．産学官連携による伝統工芸鋳物新名産品 
第７章 ＩＴ化の推進 

 １．「官庁との連携による経営関連情報発信」 
２．パソコンでシルバー世代に活躍してもらおう 
３．Win－Win を目指した企画創造を 
第８章 その他（新商品開発・経営体質） 

 １．源流管理で新商品開発の成功率を高めよう 
 ２．知的資産を知って強い経営体質造りを 


